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1.はじめに

東);(2020オリンピック･パラリンピック競技

大会が開催されるにあたり,多数の外国人束訪者

や障がい再等が駅･乍港や競技場,旅館･ホテル

などを利用することがJ',想されるo

これらの施.i-I-*Lでは,火災発/F_時にはその旨を知

らせる日動火災報知設備の鳴動や非常放送等を聴

くことなどにより,地震発生時には緊急地震速報

や揺れを体感することなどにより,施設利用者は

契常事態の発/I:_を認識し,避難等を行うo

その際,外周入来.読者や障がいなど様々な身体

的特作があるJJ- (以下,外lL;.1人来訪者等)は,例

えば日本j-吾芹･J!fだけでは災宵l酋報を十分に椎解で

きないことや階段等がある経路での避難が難しい

場合があることなどの課題があることから,当該

外国人来訪斤等の個別の事情に配慮した災二者情報

のI云連や避難誘導が求められるL,

このような状況を踏まえ,総務省消防庁では,

2017年3 H, ｢外国人来訪者等が利川する施設に

おける災宵情報の伝達･避難誘導に関するガイド

ライン骨√1㌧｣を作成し,自治休に配布した｡同

骨子は, ｢外国人来訪者等が利用する施設におけ

る避難誘導のあり方等に関する検討部会｣の中間

とりまとめとしてその検討内容を整理し, 2017

年度末に策定(,定のガイドラインの構成や方向性

等を示したものである｡

今般,当学会が｢[･'JJ一災の観):よからみる国際化へ

の対l心｣をテーマとした特集を組むにあたり,筆

者がrL'l検討部会の権長を務めたことから,その要

約と解説を依槻された｡記述に当たっては,消防
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庁の許可を頂き,特に引用部分を明記せずに同骨

子の文革をそのまま用いている部分が多々あるこ

とをお断りしておきたい｡

なお,同骨子は,その趣旨から外国人だけでな

く陣がい者の避難にも多くの記述が割かれている

が,東京オリンピックはパラリンピックもセット

で開催されるため,要約と解説に当たっては,悼

がい者についても外国人と同様の比重で記述して

いる｡

2.ガイドラインの対象等

2.1対象となる外国人来訪者等

ガイドラインの対象となる外国人来訪者等は,

災害発生時の情報Lii･達や避難誘導の際に配慮を必

要とする①外国人来訪者, ②陣がい老･高齢者と

されている｡

2.2　対象となる災害の種類

ガイドラインが対象としている災害の種類は,

火災及び地責である｡

地震発生時に施設で生ずると想定される事故等

の例としては,

･エレベ-タ丁の停止(閉じ込め)

･収容物の転倒や落下,移動などに伴う要救助

者･要救讃者(負傷者)の発生
･火災などの二次災害

･停電や余震などによるパニック

があげられている｡

外国人来訪者等が利用する施設で発生が想定さ

れる急病や事故など,その他の災害等についても,

当該外国人来訪者等への円滑な情報†云達や避難誘

導などが行われることが望ましいとされており,

その際にも,ここで検討された方策等が活用吋能
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であるとされている=

2.3　対象とする施設

ガイドラインが対象とする施設は,東京2020

オリンピック･パラリンピック競技大会において,

多数の外国人来訪者等が利用することが想定され

る次の施設であるo

①　駅･空港

②　競技場

③　旅館･ホテル等(宿泊施設)

上記の施設における外国人来訪者等に配慮した

情報†云連や避難誘導の方策等については,以下の

施設においても活用が可能であるとされている｡

選T.一村:旅館･ホテル等における方策が活用可

能

合宿施.書貨:旅館･ホテル等や競技場における方

策が活用可能

3.外国人来訪者等のニーズ等や施設の特徴を踏

まえた情報伝達･避難誘導の基本的な考え方

3.1外国人来訪者に配慮した情報伝達･避難誘

導の基本的な考え方

(1)対応が想碇される場面等

次のような場l由で,外国人来訪者に配慮した情

報伝達が有効であるとされているD
･円滑な避難誘導(パニックの防止を含む｡)の

ためには, ①火災の発生場所や火災及び地震に

よる被害状況,自衛消防隊(従業員等)の活動

状況,避難の安否など(人命安全の確保や二次

災害の防lL等に関する情報)について, ②適切

なタイミング(火災の場合は,感知器作動の放

送から火災断定の放送までの間など)や範囲(普

声情報の場合の放送範囲や映像情報の場合の表

示範囲など)に情報伝達することが有効｡
･地'a発生時のパニック防止のためには,建物の

安全に関する情報(耐忍性能など)の伝達が有

効｡

(2)対IJL-tにおいて考慮することが望ましいニーズ

等

外国人来訪者に配慮した情報伝達を行う際に

は,次のようなことを考慮することが望ましいと
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されている｡

･多言語での情報伝達について,日本語のほか,

第-に英語,次いで中国語･韓国語を優先する

ことを基本とし,施設を利用する外国人来訪者

のニーズ等に応じて柔軟に対応することが有効o

※　日本語での情報伝達の際に簡易な日本語(や

さしい日本語)を使用することも外国人来訪者

への情報伝達に有効｡

･多言語対応のほか,スマートフォンやデジタル

サイネ-ジ等を活用し,絵(ピクトグラム)千

映像,地図など複数の方策による情報伝達が有

効｡

【外国人来訪者のニーズ等】
･｢今,何が起こっているのか｣ ｢自分は何を

しなければならないのか｣に関する情報の

ニーズが高い｡また,地震発生時の国内交

通機関の運行情報や帰国の手続き･方法な

どについてもニーズが･定程度ある｡

･火災よりも地震について不安に思う方が多

い｡

･基本的に母国語での情報伝達を望んでいる

が,英語での情報伝達のニーズも一定程度

ある｡

･訪日外国人のうち,中国,韓国,台湾,香港,

アメリカ国籍を有する方が全体の約8割を

占めている｡

･非常時の対応に関する説明について,音声

以外の方法による説明のニーズがあるo
･火災発生時の行動特性について,感知器作

動の放送の後, ｢次の放送まで避難経路を

確認しておく｣方が約4割｡
･火災発生時の行動特性について,感知器作

動の放送の後, ｢周囲の人の行動に合わせる｣

方が約2割｡ ｢次の放送を待たずに避難を

開始する｣方が約1割｡

3.2　障がい者･高齢者に配慮した情報伝達･避

難誘導の基本的な考え方

(1)対応が想定される場面等

次のような場面で,陣がい者･高齢者に配慮し

た情報伝達が有効であるとされている｡
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･火災の稚′I:.場所や･J(災及び地震による被Ti7月ノミ況,

自衛消l;fJ'隊(従業Lj等)の活動状況,避難のLA1-

再のほか,陣がいなど様々な身体的特性に応じ

た避難経路や避難方法について,適切に情報伝

述することがイ7'効し)

･偲鴬や祝儀から惜軸を得ることができないJJ',

r馬齢再などのイく′女を和らげるためには,適切な

タイミングや範囲(映像情報の場合の表示範l井1

やlI';･州tli軸の場介の放送範囲など)に情報伝達

することが有効(㌔

(2)対応ltにおいて考慮することが甥ましいニーズ

等

隅がい斤･ lr:,';LLILi縞々に配慮した情報I云適を行う際

には,次のことを考慮することが望ましいとされ

ているし

･ ll'/iJ!fa)ほか,スマートフォンやデジタルサイネー

ジ等をテltiJHL,文字や映像など複数の方策によ

る惜軸仏適がイ1`効し〕

･施jJ!1や状況に応じた人的対1,むなどの配慮(個別

に.E.gj_け付けでhliA･報を仏えるなど)が有効0

4.外国人来訪者等に配慮した情報伝達･避難誘

導の方策の例

4.1防災センター等から外国人来訪者等への情

報伝達･避難誘導の方策の例

I,'Jj災センター等:から外ll…1人来.jJJ'jl等への情報f云

通･避難誘導のJJ-策の例として,次のような方策

があげられている､l

(1)スマ-トフォンアプリによる多言[-訳での情報

†云通

外IJil入来.;,LJJ一片等が日常便川しているスマート

フォン等の携滞端末にlJ車用アプリをインストール

することにより,災′.if発′fiEl寺制二適切な災宵情報

等を衣示するJ)一法である(図1)｡事前に携帯端

)('L二&･示するテキスト等を用意しておくことで,

状況に応じた多様な情報の仏道が可能であり,各

ユーザ-の肺定した.;;請(主に母国語を想定)の

丈`ナ:などで,多くの外国人来訪者等に情報伝達が

lTJL能であるo

10

(21デジタルサイネージによる情報伝達

デジタルサイネ-ジは,平常時は施設において

広告や観光情報等を表示する画面として清川ほれ

るが,災害発生時等には,画面に詳細な災宵情報

や適切な避難方向などを表示し,これらの情報を

外国人来訪者等に伝達することができる(図2)0

事前に情報コンテンツを用意しておけば,状況に

応じた多様な情報の伝達がロJ能であるo多言語(日

本語を含む)の文字や映像など袴数の視覚情報を

組合せて,多くの外国人来訪者等に情報伝達が可

能であり,日動火災報知設備やインターネット等

と連携し,サイネージ画面の-一一斉切りjF,kえもでき

る｡

4.2　自衛消防隊員(従業員)から外国人来訪者

等への情報伝達･避姓誘導の例

(1)多言語翻訳機能付き拡声器による多言語での

情報伝達等

人力(話しかけた)音声等を指定した言語に翻

JJJ

A/V･- -l= ;A i
iu

I)J

I血/'JiO昌一

図1　携帯端末による災害時情報伝達の例

図2　デジタルサイネ-ジによる災害時情報伝達の例
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訳し,拡バiする機能をテlTT'lHして,災1.与党'[:.特等に

情報は漣する多. ;;語翻.ill機能付き拡声器が開発さ

れている､､この拡JIE-器は,人力音声等に),t:tじた多

様な情報の伝達がl寸能である(､

地震発FF_1時など,インターネットを使桐できな

いオ揖兄でも,翻訳rll能であるが, jF･'Ft;lfn寺には達す

る情報は,その都度翻訳するのではなく, nJ能な

限りあらかじめ施.享Ilや利川者の相性に応じてマ

ニュアルとして準備した定タモリ文を活用し,誤った

孤1.-.Jfがは過されることがないように準備しておく

ことが?ほしいとされている〕

(2)多.i`.消音lHJ融ほ尺アブ1)等を打;'用した多言語で

の情鞭f云連等

スマートフォンに多言語tL_Lli声翻訳アプリをイン

ストールし,人JJ (.iLtf,･しかけた) ltI'T'･声等を指定し

た. ;;請.Liに翻訳L ll-'iFをf等で山)Jする機能を清田して,

災`.lif発′I:.時等に情附云遥する方法も′刺11化に近づ

いている(図3)i l'1衛消防隊臼等から外国人来

.JJ'h･JTr-･に対し,対ItH.により災'#発′f:_や避難情報を

ILi･遥する等の使いJJJもできるo

t3)フリップボードによる情報は達等

災溝が発'1:.した旨や避難の/Jll･)などを示したフ

リッ　プボードを便目して,外l月入来.3Ji者等に惜

報は過するJJ一法である(図4)り事前にLtxJ記号(ピ

クトグラム)等もナlTilHした情報コンテンツを用意

しておくことで.簡易なメッセージ等のI云連がLll

能であり,特殊な技術や製品等がなくても,　一定

の多. ;T-.il亨への対応がHI能である,,多. ;,-語でj-己威さ

れた避難を呼びかけるiii語などに日本語でふりが

入乃した文て丁.

払力､萄なたをCht指まで　固

i重訂して行きます｡

あfiTLは歩けますか｡

L二･ll.TiLJ L L..

日tLlkcyct.totトc A

iでalri (a｢.,IOU.I.,コIk?

JPd)PLlこれで▼.

脂ほまでお漣れしま寸や

歩けますか｡

脚. ､日_fJ5
r I

図3　音声翻訳アプリによる災害時情報伝達の例
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なを振り,肉声による避難誘導も可能である0

5.施設の防火･防災対策に関する情報を施設利

用者等へ周知する方策

5.1施設の防火･防災対策などに関する情報コ

ンテンツ集(例)の活用

ガイドラインでは,外国人来訪者等を含めた施

.喜貨利用者への当該施設に講じられている防火･防

災対策や火災及び地震が発生した際にとるべき行

動などに関する事前周知のほか,従業員等(イベ

ントスタッフ,ボランティア等を含む｡)への外

L土1人来訪存等に配慮した情鮒云達･避難誘導に関

する教育･訓練などに活用可能な,次のような｢施

設のr;JJJ火･防災対策などに関する情報コンテンツ

隻(例)｣が示されている｡

①　外l玉卜人来訪者等が利用する施設に講じられて

いる基本的な防火･防災対策

消防用設備等の機能や効果,耐震性能に関す

る情報,自衛消防隊員の基本的な活動内容など

②　火災及び地震発f1-1F引二[云適される情報の内容

やそのT云達方法など

警報音の試聴やピクトグラムの説明,防災セ

ンター等やI'l衛消防隊員が仏達する情報(メッ

セージ)の例文など

③･施lj;!1の防火･防災対策について,外国人訪問

者等の押解を得ておくことが望ましい-拝項

･火災などの難解か態や倒れている人を発見し

た際の施設関係者等への連結要領など

･火災又は地震発生時に個別対応が必要な場合

図4　フリップボ-ドによる災害時情報伝達の例

ll



の施a'1関係者への軸lJTJ-LffHなど(例えば,緊

急時の連絡〟法や配慮してほしいことなどを

所定の様式に記載し,施設関係者に渡す,白
'Jlで持っておくてfLr:)

･④　その他施占Ilの防火･防災対策に関する必要事

項

5.2　案内図記号(ピクトグラム)の活用

例lI･三,公共スペース,電車内,高速道路等多く

の場所でピクトグラムが幅広く利用されているた

め,災害発′LFl寺の対応等についても,外l玉1人訪問

者等にもわかりやすいピクトグラムを活用するこ

とが望ましいとされている(図5)∩

6.おわりに

以L･_, 2節から5節まで,ガイドライン骨J'･に

示されている事項のうち,消防機関向けに特化し

た■拝項を除き,避難対策に関係する方々に参考に

なると考えられる事項を筆者なりに要約してみたo

現時点でも,日本を.iカれる外国人の出身国は極

めて多様化しており,東京2020オリンピック･

パラリンピック競技入会の際には,さらに多数の

国から来.;.AJJ'者があると考えなければならないo　そ

の使用Fi語は梅めて多様であるが,災害等が発/+A_

した場合の情報は連においては,本来,それらの

.言語を用いて行うことが望ましい｡しかしながら,

その今てに対応することは困難であるため,災誘

発fI:_時の情報[云過については,以卜のような対応

EE)■コ■コ
消火器E) EE

非常電話垣　ESi

非常ボタン田　岡

図5　ピクトグラムの例(JISZ8210とISO)

12

が必要である｡

①　必要と考えられる短い文章を幾つかのf.要言

語で準備しておく｡

②　スマートフォン,デジタルサイネ-ジ,多言

語翻訳機能付き拡声器などの新技術を用いた手

段,フリップボードなどの芹ながらの手段など

から,施設の特性に応じて適切な伝達手段を選

択して準備しておく｡

③　言語的手段だけでは十分な情報伝達が期待で

きないため,ピクトグラム,ボディランゲージ

など非言語的手段を併糊する｡

④　状況に応じ,それらの手段を活用して過ち耶二

情報伝達できるよう,十分訓練しておく｡
-一･方,最新の多言語音声翻訳アプリの性能の高

さには目を見張るものがある｡数十の言語で話さ

れた言葉を非常に高い確率で適七肌二翻訳できるも

のも現れている｡ 2020年までには,さらに高度

で実用性の高いものが開発されている可能作もあ

る｡

それらの動向も視野に入れ　日本が世界有数の

災害発生国であることを念頭に,東京2020オリ

ンピック･パラリンピック競指入会に向けて外lIil

人来訪者等に対する災寄情報の伝達手段を準備す

るとともに,一連のイベントが終わった後も,よ

り多数の国から極めて多くの外国人が日本を訪れ

るような時代が来ることを前操に,引き続きそれ

らを整備していく必要があると考える｡
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